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第７次総合計画基本計画事業の評価について 

 

１ 結論 

  令和４年度における第７次総合計画基本計画事業の評価結果を報告する。 

 

２ 第７次総合計画基本計画事業の評価 

全 180 事業における各事業の KPI（重要成果指標）の評価は、「達成」が 125 事業（69.8％）、「未

達成」が 54事業（30.2％）、「評価非該当」が１事業となった。 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症による制限や自粛を主な要因とし、複数事業で KPI の

実績値に影響が発生。「６つの政策の柱」ごとの評価内訳は下表のとおり。 
  

政策の柱 目標達成 目標未達成 
評価非該当 
（集計中含） 

計 達成率 

1 安心して子育て・子育ちする 30 8 0 38 78.9% 

2 健康で元気に暮らせる 14 6 0 20 70.0% 

3 にぎわいと活力のある 16 10 1（※3） 27 61.5% 

4 安全・安心で快適に暮らせる 41 20 0 61 67.2% 

5 市民が互いに助け合い学び合う 13 5 0 18 72.2% 

6 政策を実行・実現する 11 5 0 16 68.75% 

 合計 125 54 1 180 69.8% 

 

※1 第７次総合計画後期計画は、６つの柱、40の施策に関して、180の基本計画事業を体系化 

※2 新型コロナウイルスの影響を受けているものも含め、純粋に目標値に対する評価を実施 

※3 「国際陶磁器フェスティバル美濃（301050）」は令和４年度が開催年ではないため評価非該当 

※4 事業の性質上、アウトカム・定量評価の設定が困難な事業は、計画の着実な実施を以て目標達

成と評価 

 

（１）目標達成した主な事業（令和４年度重点施策から抜粋） 

柱 
基本計画事業名（コード） KPI 

課名 目標値 実績値 

1 
学校や家庭での食育を進めるとともに、給食のア
レルギー対応を推進します（104030） 

栄養講座の開催回数（回） 
 

食育推進課 16 回 31 回 

1 

笠原校区における幼保小中一貫教育をさらに推進
するため、小中一貫教育校（義務教育学校）の建
設を進めます（105060） 

笠原小中一貫教育校の建設 
（アウトプット・定性評価） 
 

教育総務課 事業計画の着実な実施 事業計画の着実な実施 

2 
療育、保育及び教育の連携を図り、一体的な支援
を進めます（205010） 

障害児巡回支援専門員の訪問指導回数（回） 
 

子ども支援課 120回 132回 

2 
発達支援センターの整備方針を策定し、整備を進
めます（205020） 

発達支援センターの整備方針策定、整備 
（アウトプット・定性評価） 

子ども支援課 事業計画の着実な実施 事業計画の着実な実施 

3 

市内への企業誘致やアフターフォロー、本社機能
の進出支援を通して雇用や経済波及効果の拡大を
図ります（302010） 

①事業所等設置奨励金の交付件数（件） 
②雇用促進奨励金の交付件数（件） 
③移住定住促進奨励金の交付件数（件） 

企業誘致課 
①8件 ②延べ 10件 
③延べ 3 件 

①9件 ②延べ 31件 
③延べ 2 件 

資料２ 
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3 

多治見駅南地区市街地再開発事業を推進すること
により、駅南地区の高度利用を促します
（304010） 

多治見駅南地区市街地再開発事業を推進 
（アウトプット・定性評価） 
 

都市政策課（旧：市街地整備課） 事業計画の着実な実施 事業計画の着実な実施 

4 

長寿命化計画に基づく公園施設の長寿命化や区画
整理事業地内の公園整備を実施します（407030） 

長寿命化事業で更新した遊具等の施設数（施設） 
 

緑化公園課 24 施設 30 施設 

4 

定住を促進するため、市の魅力を発信するととも
に、定住支援策を推進します（411020） 

各種移住補助制度の利用者の合計人数（人） 
 

企画防災課移住定住推進室 30 人 73 人 

4 
老朽化した市営住宅の入居者の住替えを促し、計
画的に集約を進めます（412040） 

市営住宅管理戸数（戸） 
 

建築住宅課 1,068 戸 1,050 戸 

5 
社会福祉協議会と連携し、地域で福祉活動を行う
団体を支援します（502040） 

地域福祉協議会を立ち上げた校区数（校区） 
 

福祉課 8 校区 8 校区 

5 
地域住民や各種団体と連携し、地域力向上を図る
活動を支援します（502050） 

地域力を立ち上げた校区数（校区） 
 

くらし人権課 ５校区 ５校区 

6 
公共施設適正配置計画に基づき、施設の統合・複
合化、転用、廃止等を進めます（603010） 

統廃合等事業の累計実施数（件） 
 

公共施設管理課 ３件 ６件 

6 

市民との情報共有を図るため、わかりやすく情報
を提供し、より効果的な広報の手法を検討します
（605010） 

①公式フェイスブックの「いいね」数（人） 
②公式インスタグラムのフォロワー数（人） 
 

秘書広報課 
①1,600人 
②2,030人 

①1,760人（見込） 
②5,200人（見込） 

 

（２）目標未達成となった主な事業（令和４年度重点施策から抜粋） 

柱 
事業名 KPI 

課名 目標値 実績値 

1 

駅北庁舎次世代育成フロアを拠点に、地域の子
育て支援の場と連携し、親育ち・子育ちの学
び・相談・交流の場を充実させます（103020） 

②地域子育て支援拠点の年間延べ利用者数（人） 
 
 

子ども支援課 ②36,000 人 ②29,092 人（見込み） 

1 
郷土を愛する学習を学校の授業及び土曜学習講
座により推進します（104070） 

土曜学習講座の参加者（中学生ボランティアを含
む）数（人） 

教育研究所 700人 550人 

2 

たじみ健康ハッピープランに基づき、まち全体
での健康づくりを推進し、健康寿命の延伸を目
指します（201010） 

保健師等による地区健康づくり事業の開催回数
（回） 
 

保健センター 610回 526回 

2 

(仮称)多治見市タバコの害から市民を守る条例
に基づき、市民と共に健康及び安全な環境づく
りを推進します（201040） 

①４か月児健診におけるタバコの被害条例を知っ
ている人の割合（％） 
②３歳児健診における父親の喫煙率（％） 

保健センター 
①15% 
②30.1% 

①39.7％ 
②31.5％ 

3 

海外や全国から若者を募集し、産業と文化の両
面から美濃焼を担う「人財」を育成します
（301030） 

陶磁器意匠研究所研究生の卒業時地元定着率
（％） 
 

陶磁器意匠研究所 70％ 63％ 

3 

観光資源のネットワーク化を進め、観光客に魅
力のあるまちづくりを進めます（305010） 

観光入込客数（国際陶磁器フェスティバル美濃を
除く暦年データ）（人／年） 

産業観光課 1,332,000人 824,094人 
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4 
消防力の充実強化のため、消防車両及び消防資
器材を計画的に更新します（401010） 

消防車両の更新 
（アウトプット・定性評価） 

消防総務課 事業計画の着実な実施 計画からの遅れ 

4 

あいのりタクシー等、郊外地域内で移動を確保
するための取組を支援します（410030） 

地域内交通導入団体数（団体） 
 

都市政策課 18 団体 16 団体 

4 

道路や橋などの効率的な管理計画に基づいた維
持・修繕を実施します（413050） 
 

橋梁長寿命化工事進捗率（％） 
①橋長 15ｍ以上 
②橋長 15ｍ未満 

道路河川課 
①100%(27/27) 
②54%(6/11) 

①92％（25/27） 
②45％（5/11） 

5 
自助・共助の意識を高め、自主防災組織の活動
を支援します（501040） 

地域防災力向上セミナー参加者数（人） 
 

企画防災課 25 人 18 人 

5 

子どもの権利に関する条例に基づき、子どもの
健やかな成長と自立を促します（503020） 

子どもの権利普及セミナー（権利セミナー、おと
どけセミナー）の参加者数（人） 

くらし人権課 400人 363人 

6 
新本庁舎について、建設地を決定し、建設しま
す（603030） 

新本庁舎の建設 
（アウトプット・定性評価） 

総務課 事業計画の着実な実施 計画からの遅れ 

6 
市民の市政への幅広い参加を促進します
（605020） 

地区懇談会の参加者数（人） 
 

秘書広報課 500人 493人 

 

３ 未達成となった主な要因 

少なくとも 28 事業（未達成事業の過半数）が明確に新型コロナウイルスの影響を受け、KPI の

目標値が未達成。アフターコロナに向けて各種行事を再開するも、利用者の参加控えなどが目立っ

ている。 

 


